
近年の高齢者関連施策に地方自治体の 
行政歯科はどのように対応していくべきか 

札幌市保健福祉局保健所    

 母子保健・歯科保健担当部長 秋野 憲一 

 

～市町村事業への歯科の位置付けと都道府県に 
求められる市町村支援～ 

EYSIR
スタンプ



• 地域包括ケアシステムの構築に向けて、高齢者に対する保健医
療福祉施策が大きく動いている。（でも、ちょっと複雑） 

 

• 介護保険や後期高齢者医療制度に基づく市町村事業が展開さ
れており、歯科が期待されている役割がかなりある。 

 

• 基礎自治体である市町村が実施主体となる事業が多い。しかし、
市町村に事業の企画立案を担う正職員の歯科衛生士の配置は
乏しい。（保健師、管理栄養士に比べ弱点） 

 

• この弱点は、都道府県（県型保健所）の行政歯科職の市町村支
援があれば補うことができる。（と信じています！） 

市町村の高齢者歯科関連施策の充実・強化 
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• 介護予防・日常生活支援総合事業 

 

• 保健事業と介護予防の一体的実施（これだけ、今後の話） 
 

• 地域ケア会議 

 

• 在宅医療・介護連携推進事業 

 

• 高齢者歯科保健医療の評価に使えるデータ 
 

本日、説明する高齢者歯科関連施策 
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• 平成18年度に導入された介護予防は、口腔機能向上プログラム

を含め、ハイリスク対策を重視していたが、高齢者の参加が伸び
なかった 

 

• 平成24年度の介護保険制度の改正により、介護予防の取組は
高齢者の通いの場の創出を重視へ 

 

• 現行の介護予防・日常生活支援総合事業において、口腔機能向
上の取組はどのメニューに位置付けることが可能か 

 

介護予防・日常生活支援総合事業における 
口腔機能向上の位置付け 
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旧介護予防事業 口腔機能向上プログラムの内容と期待される効果 

 

 

○口腔体操・唾液腺マッサージの指導 

○口腔清掃の指導・実施 

○咀嚼・嚥下訓練（指導） 

○発音・発生に 

 関する訓練（指導） 

○食事姿勢や食環境に 

 ついての指導 

 

プログラムの具体例 論文報告等の１例 

 
 
○むし歯、歯周病の予防 
○入れ歯の不具合の早期発見  
○低栄養、脱水の予防 
○誤嚥・肺炎の予防 
○主観的健康観の改善   など 

期待される効果 

東京都健康長寿医療センター研究所自立促進と介護予防研究チーム 
調査研究「口腔乾燥感を自覚する地域在住高齢者への介入調査研究」 

○対象 口腔乾燥感を訴える65歳以上の地域在住高齢者計47名 
    （要介護・要支援認定者は除く） 
○介入 無作為化比較対照試験(RCT)として歯科衛生士による3ヶ 
    月間の介護予防口腔機能向上プログラムを実施（健康教 
    育、唾液腺マッサージ、口腔体操、口腔衛生指導）。介入 
    群26名、対照群21名。 
○結果 安静時唾液分泌量、反復唾液嚥下テスト（RSST）積算時 
    間、苦味感受性、咀嚼能力自己評価において有意な改善が 
    認められた(p<0.05) 
 
 
 
 
 
 
 
 

○口腔機能向上プログラムの実施期間・頻度 
   3ヶ月間で6回以上を目途とする 
○口腔機能向上プログラムの計画作成・実施者 
  歯科衛生士等が看護職員、介護職員等と協働 
○口腔機能向上プログラムの実施場所 
  通所介護事業所などの介護サービス事業所・市町村保健センター・健康増進センター・老人福祉センター・ 
  介護保険施設・公民館等、市町村が適当と認める施設 
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平成24年度介護保険制度改正 
 
○ 介護予防は、高齢者が要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止を目的と          
して行うものである。 

○ 生活機能（※）の低下した高齢者に対しては、リハビリテーションの理念を踏まえて、「心身機能」「活動」「参加」
のそれぞれの要素にバランスよく働きかけることが重要であり、単に高齢者の運動機能や栄養状態といった心身
機能の改善だけを目指すものではなく、日常生活の活動を高め、家庭や社会への参加を促し、それによって一人
ひとりの生きがいや自己実現のための取組を支援して、QOLの向上を目指すものである。 

 

○ 機能回復訓練などの高齢者本人へのアプローチだけではなく、生活環境の調整や、地域の中に生きがい・役割
をもって生活できるような居場所と出番づくり等、高齢者本人を取り巻く環境へのアプローチも含めたバランスのと
れたアプローチが重要であり、地域においてリハビリテーション専門職等を活かした自立支援に資する取組を推
進し、要介護状態になっても、生きがい・役割を持って生活できる地域の実現を目指す。 

○ 高齢者を生活支援サービスの担い手であると捉えることにより、支援を必要とする高齢者の多様な生活支援
ニーズに応えるとともに、担い手にとっても地域の中で新たな社会的役割を有することにより、結果として介護予
防にもつながるという相乗効果をもたらす。 

○ 住民自身が運営する体操の集いなどの活動を地域に展開し、人と人とのつながりを通じて参加者や通いの場
が継続的に拡大していくような地域づくりを推進する。 

○ このような介護予防を推進するためには、地域の実情をよく把握し、かつ、地域づくりの中心である市町村が主
体的に取り組むことが不可欠である。 

  
○ 介護予防の手法が、心身機能を改善することを目的とした機能回復訓練に偏りがちであった。 
○ 介護予防終了後の活動的な状態を維持するための多様な通いの場を創出することが必ずしも十分でなかった。 

○ 介護予防の利用者の多くは、機能回復を中心とした訓練の継続こそが有効だと理解し、また、介護予防の提供
者も、「活動」や「参加」に焦点をあててこなかったのではないか。 

介護予防の理念 

これまでの介護予防の問題点 

これからの介護予防の考え方 

※「生活機能」・・・ICFでは、人が生きていくための機能全体を「生活機能」としてとらえ、①体の働きや精神の働きである「心身機能」、②ADL・家事・職業能力や 
               屋外歩行といった生活行為全般である「活動」、③家庭や社会生活で役割を果たすことである「参加」の３つの要素から構成される 
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・介護予防把握事業 
地域の実情に応じて収集した情報等の活用により、閉じこもり
等の何らかの支援を要する者を把握し、介護予防活動へつな
げる。 

 
・ 介護予防普及啓発事業 
介護予防活動の普及・啓発を行う。 

 
・ 地域介護予防活動支援事業 
地域における住民主体の介護予防活動の育成・支援を行う。 

 
・ 一般介護予防事業評価事業 
介護保険事業計画に定める目標値の達成状況等の検証を行
い、一般介護予防事業の事業評価を行う。 

 
 
・ （新）地域リハビリテーション活動支援事業 
地域における介護予防の取組を機能強化するために、通所、
訪問、地域ケア会議、サービス担当者会議、住民運営の通い
の場等へのリハビリテーション専門職等の関与を促進する。 

 
 
 
 

現行の介護予防事業の体系 

現行の介護予防事業 

 
 
 
一次予防事業 

・ 介護予防普及啓発事業 

・ 地域介護予防活動支援事業 

・ 一次予防事業評価事業 

 

二次予防事業 

・ 二次予防事業対象者の 

 把握事業 

・ 通所型介護予防事業 

・ 訪問型介護予防事業 

・ 二次予防事業評価事業 

 
 
 

一般介護予防事業 

一次予防事業と 
二次予防事業を 
区別せずに、地域 
の実情に応じた 
効果的・効率的な 
介護予防の取組を 
推進する観点から 
見直す 

介護予防を機能 
強化する観点か
ら新事業を追加 

○機能回復訓練などの高齢者本人へのアプローチだけではなく、地域づくりなどの高齢者本人を取り巻く環境へのアプローチも含めたバランスのと
れたアプローチができるように介護予防事業を見直す。 

○年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民運営の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを通じて、参加者や通いの場が継続的に
拡大していくような地域づくりを推進する。 

○リハ職等を活かした自立支援に資する取組を推進し、介護予防を機能強化する。 

介護予防・生活支援サービス事業 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業 
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介護予防・日常生活支援総合事業 
（市町村が実施主体で展開できる口腔関係のメニュー抜粋） 

１ 一般介護予防事業 

【介護予防普及啓発事業】 

 介護予防の普及啓発に資する運動、栄養、口腔等に係る介護予防教室等の開催 

 

 

 

 

２ 介護予防・生活支援サービス事業 

【通所型サービスＣ・訪問型サービスＣ】 

  保健・医療の専門職により３～６か月の短期間で行われるサービス 
運動器の機能向上・栄養改善・口腔機能向上等のプログラム、ＡＤＬやＩＡＤＬの動作練習、集団的に
取り組むことにより効果を増す介護予防教育等を必要に応じて組み合わせて実施 

保健・医療専門職とは、保健師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管理栄養士、歯科
衛生士等 

 

    

縛り少ない。従来型の主に単発の健康教室スタイルなので事業企画のハードル低い。 

全身状態や生活環境等のアセスメント必要。アセスメント結果に基づき、サービス 
提供を行う必要があるため、事業企画のハードル高く、市町村は敬遠傾向 
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金沢市歯つらつ健康プログラム 

実施主体： 金沢市 
 
種  別： 通所型サービスＣ 
 
事業目的： 口腔機能低下リスクが高い高齢者を対象として、 
     口腔機能向上プログラムの提供を行い、高齢者の 
     ＱＯＬの向上を図る。 
 
運営形態： 金沢市歯科医師会への委託（全歯科診療所数：218件） 

 
実施場所： 金沢市内の歯科診療所（46施設（平成29年度）） 

 
提供体制： 原則的に、金沢市内の19個所の地域包括支援 
     センターごとに、口腔機能向上プログラムを提供 
     している。 

九州歯科大学社会歯科学研究室 福泉隆喜准教授作成資料 
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歯科診療所でのアセスメントの様子 

頚部聴診法 ＲＳＳＴ 

オーラル・ディアドコキネシス 湿潤度検査 

九州歯科大学社会歯科学研究室 福泉隆喜准教授作成資料 9 



ペコぱんだを用いた舌のトレーニング 

九州歯科大学社会歯科学研究室 福泉隆喜准教授作成資料 10 



• フレイル概念の登場 → 運動、栄養、口腔の取組の再評価 
 

• 今後、市町村が展開する介護予防の通いの場等において、保健
師、栄養士、歯科衛生士を活用へ 
 

• 高齢者の通いの場における歯科衛生士の活用方法と歯科医療
機関等を活用したフォローアップ体制の構築をどうするか 
 

• 重症化予防のアウトリーチでは、レセプトデータに基づいた歯科
衛生士によるアウトリーチの可能性も 

 
 

保健事業と介護予防の一体的実施に 
市町村の歯科専門職はどのように対応していくべきか 

常勤歯科衛生士の配置がない市町村では、都道府県（保健所）の 
歯科専門職が、地域の歯科関連団体を調整し、事業提案を！ 

都道府県に期待する役割 
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日本老年医学会が「フレイル」概念を提唱 

出典：東京大学高齢社会総合研究機構 飯島勝矢教授作成資料 
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高齢者の通いの場における歯科衛生士の活用法（私見） 

基本的な活用法は、出前講座の単発講師 
（健康教育、健口体操） 

歯科衛生士による個別相談、口腔ケア指導 

オーラルフレイル状態にある者を適切に歯科医
療サービスに接続 
 
・通いの場におけるスクリーニング方法の検討 
 基本チェックリスト３項目、イレブンチェック２項目 
 歯科単独の詳細なアセスメント票もOK 
 →嚥下機能だけではなく、従来の咀嚼（義歯を含
む）、歯科疾患の対応も重要ではないか？ 

 
・歯科医療サービスへの接続方法の検討 
 →アセスメント結果に基づいた、歯科衛生士による個
別の受診勧奨が効果があるのではないか？  
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居宅要介護高齢者の低栄養リスクと咬合支持の有無との関係 

対象：在宅で療養中の要介護高齢者716名 （男性240名、女性476名、平均年齢83.2±8.6歳） 

方法：栄養評価：MNA®-SFを用いて評価  ①栄養状態良好 ②低栄養リスクあり ③低栄養状態 

咬合状態：  咬合支持維持群: 残存歯による咬合が維持されている群 

        義歯咬合支持群: 義歯により咬合が維持されている群 

        咬合崩壊群:      咬合が崩壊している群 

天然歯

咬合 

25% 

義歯咬

合 

58% 

咬合なし 

17% 

図１ 栄養状態と咬合支持 

在宅療養中の高齢者のうち、低栄養および低栄養リス
クであった者は約７０％であった。 

また、咬合支持については、７５％が天然歯による咬合
支持を失っており，そのうち３分の１が義歯によっても回
復されることなく咬合支持の崩壊状態であった。 

図２ 低栄養リスクと咬合支持の関係 

咬合支持維持群に比べて義歯咬合維持群は、1.7倍
（95％CI：1.01－2.86）、さらに、咬合崩壊群は、3.19倍
（95％CI：1.44－7.08）低栄養リスクが高かった 

出典：kikutani T,Yoshida M,et.al., Geriatr Gerontol Int 2011 
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（取組の例） 

・通いの場に参加している高齢
者に対する講話、健康教育 
・健口体操の指導 

・口腔の簡易なアセスメントの
実施（アンケート形式等） 
・口腔に関する個別相談会 

・アセスメント結果に基づいた
歯科医療機関、口腔機能向
上教室への参加勧奨 

歯科衛生士 
高齢者の通いの場での

介護予防活動 

 

・従来型の市町村主催の口腔機能向上教室（数
回コース） 

 →以前の介護予防事業が残っていれば可 
 
・歯科医院委託方式 
 →効果的だが、通所型サービスＣで新規事業

を立案できるだけの市町村と群市区歯科医
師会のエネルギーが必要 

事業への 
参加勧奨 

精密検査・ 
歯科治療 

通いの場における歯科衛生士の役割と介護予防事業や歯科医療機関との連携（私見） 

 

・補綴処置等歯科治療による咀嚼機能の回復が
期待できる。 

 →アセスメント時のチェックが必要 
 

・口腔機能管理加算による口腔機能に関する指
導が可能 

 →算定には口腔機能低下症の診断が必要。介

護予防の基本チェックリストに比べるとハー
ドルはかなり高い。 

市町村介護予防・日常生活支援総合
事業による対応 

歯科医療機関（診療報酬）による対応 

市町村が介護予防・フレイル対策の一環として、 
高齢者の通いの場に歯科衛生士を派遣 

運動・栄養等の他の介護
予防プログラムとも連携 
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平成30年10月5日 第３回高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施に関する有識者会議 国民健康保険中央会作成資料 
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平成30年10月5日 第３回高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施に関する有識者会議 国民健康保険中央会作成資料 
21 



レセプトデータの活用による歯科医師・歯科衛生士によるアウトリーチ支援
疾病予防・重症化予防の取組（私見） 

• 歯科治療、口腔ケアが必須な口腔環境の重症化のリスクが極めて高い高齢者
は、医科の傷病名からある程度、推定できる。 

– 脳血管疾患、パーキンソン等神経難病、糖尿病、認知症、悪性腫瘍（放射線治療、
抗がん剤による口腔乾燥）等 

• 歯科治療の受診状況や要介護度も組み合わせて分析できる。 

• 市町村が重症化リスクが高い既往歴かつ歯科介入がない高齢者を抽出し、歯
科衛生士からアウトリーチ（訪問歯科健診、訪問歯科衛生指導）の提案等を行
い、歯科の関わりが切れていた高齢者を歯科医療サービスに接続していく。 

22 



• 地域ケア会議（正確には地域ケア個別会議）とは、市町村・地域
包括ケアセンターが個別事例の検討を行う会議 

 

• 厚生労働省は、多職種による地域ケア会議を推奨 
 →特に、自立支援、介護予防を目的とした地域ケア会議では、医療的な視点も

含めたケアプランに（新規認定、要支援、軽度者等） 

 

• しかし、部外者も含めた会議の準備は大変であるため、大半の
市町村では、高齢者虐待や権利擁護が必要な場合等の困難事
例会議になっている。 

 
 

地域ケア会議と歯科専門職の参加 

歯科衛生士等の医療専門職の会議参加には、都道府県による 
人材育成や派遣体制の整備等の市町村支援が必須！ 

都道府県に期待する役割 

23 



認知症施策 

認知症初期
集中支援
チーム 

 

認知症地域
支援推進員 

 
○地域包括支援センターが開催 
○個別ケース（困難事例等）の支援内容を通じた 
①地域支援ネットワークの構築 
②高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援 
③地域課題の把握  などを行う。 

 ※幅広い視点から、直接サービス提供に当たらない 
  専門職種も参加 
 ※行政職員は、会議の内容を把握しておき、 
  地域課題の集約などに活かす。 
 

 

地域づくり・資源開発 

政策形成 
介護保険事業計画等への位置づけなど 

地域課題の把握 

個別の 
ケアマネジメント 

市町村レベルの会議（地域ケア推進会議） 

事例提供 

 支 援 

サービス 
担当者会議 
（全ての
ケースにつ
いて、多職
種協働によ
り適切なケ
アプランを
検討） 

≪主な構成員≫ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他必要に応じて参加 

 

医師、歯科医師、薬剤師、看護師、歯科
衛生士、PT、OT、ST、管理栄養士、ケア
マネジャー、介護サービス事業者など 

 
自治会、民生委員、ボランティア、NPOなど 

医療・介護の専門職種等 

地域包括支援センターレベルでの会議（地域ケア個別会議） 

地域の支援者 
生活支援 
体制整備 

生活支援コー
ディネーター 

 

協議体 

在宅医療･介護連
携を支援する相

談窓口 

郡市区医師会等 
 

連携を支援する専
門職等 

（参考）平成２７年度より、地域ケア会議を介護保険法に規定。（法第１１５条の４８） 

 ○市町村が地域ケア会議を行うよう努めなければならない旨を規定 
  ○地域ケア会議を、適切な支援を図るために必要な検討を行うとともに、地域において 

   自立した日常生活を営むために必要な支援体制に関する検討を行うものとして規定  
    ○地域ケア会議に参加する関係者の協力や守秘義務に係る規定 など 

地域包括支援センター等において、多職種協働による個別事例の検討等を行い、地域のネットワーク構築、ケ
アマネジメント支援、地域課題の把握等を推進する。 
※従来の包括的支援事業（地域包括支援センターの運営費）とは別枠で計上 

 地域ケア会議の推進        
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データに
基づく 
地域課題
の分析 

取組内容・ 
目標の計画へ
の記載 
 
 
 

保険者機能の発揮・向上（取組内容） 
 

 ・ リハビリ職等と連携して効果的な介護予
防を実施 

 ・ 保険者が、多職種が参加する地域ケア
会議を活用しケアマネジメントを支援 

                        等 

適切な指標に
よる実績評価 

 
・ 要介護状態
の維持・改善
度合い 
・ 地域ケア会
議の開催状況 

等 

インセンティブ 
 

・ 結果の公表 
・ 財政的インセン
ティブ付与 

都道府県が研修等を通じて市町村を支援 

保険者機能の強化等による自立支援・重度化防止に向けた取組の推進（法改正） 
 

 見直し内容  

国による 
分析支援 

H23年 
H27年 

17.3 

18.0 

9.6 
9.3 

19.6 

18.6 

要介護認定率の推移 

先進的な取組を行っている 
和光市、大分県では 

 ● 認定率の低下 
● 保険料の上昇抑制 

全国  和光市   大分県 

○ 高齢化が進展する中で、地域包括ケアシステムを推進するとともに、制度の持続可能性を
維持するためには、保険者が地域の課題を分析して、高齢者がその有する能力に応じた自
立した生活を送っていただくための取組を進めることが必要。 

 
○ 全市町村が保険者機能を発揮して、自立支援・重度化防止に取り組むよう、 
① データに基づく課題分析と対応（取組内容・目標の介護保険事業（支援）計画への記載） 
② 適切な指標による実績評価  
③ インセンティブの付与 

 を法律により制度化。 
 
※主な法律事項 
・介護保険事業（支援）計画の策定に当たり、国から提供されたデータの分析の実施  
・介護保険事業（支援）計画に介護予防・重度化防止等の取組内容及び目標を記載 
・都道府県による市町村支援の規定の整備 
・介護保険事業（支援）計画に位置付けられた目標の達成状況についての公表及び報告 
・財政的インセンティブの付与の規定の整備 
 

  

～ 保険者機能の抜本強化 ～ 

25 



◆多職種協働による協議     ◆自立を阻害する要因の追求  ◆医療との連携 

◆インフォーマルサービスの活用 ◆地域課題発見・解決策の検討 ◆参加者のOJT 

要支援 

ケアプランの実行・評価・見直し 

高齢者のQOLの向上 

ケアプラン作成者 

地域包括支援センター 
市町村 

（保険者） 

例 

 要支援・要介護者を元気に！ 

サービス事業所 等 

地域ケア会議 医療・リハ・栄養・口腔・薬

剤等に関する専門職種 

介護保険の基本理念＝自立支援 

 第二条第二項 ｜介護保険｜ 

前項の保険給付は、要介護状態又は要支援状態

の軽減又は悪化の防止に資するように行われる

とともに、医療との連携に充分配慮して行われ

なければならない。 

 第四条 ｜国民の努力及び義務｜ 

国民は、自ら要介護状態となることを予防する

ため、加齢に伴って生ずる心身の変化を自覚し

て常に健康の保持増進に努めるとともに、要介

護状態となった場合においても、進んでリハビ

リテーションその他の適切な保健医療サービス

及び福祉サービスを利用することにより、その

有する能力の維持向上に努めるものとする。 

地域ケア会議の目的と内容 大分県作成資料 

26 出典：平成28年9月30日（金） 第６５回社会保障審議会介護保険部会資料 



 

27 出典：平成28年9月30日（金） 第６５回社会保障審議会介護保険部会資料 



出典：平成28年9月30日（金） 第６５回社会保障審議会介護保険部会資料 28 



• 地域支援事業（市町村実施主体、介護保険）のメニュー 

  全ての市町村の義務事業 

  在宅の医療介護連携に資する多職種研修会や会議等の実施 

 

• 多職種研修会は、歯科の重要性をアピールする格好の場 

  歯科専門職の参加も介護職等から期待されているが、なかなか
参加してくれないとの市町村や介護関係者の声あり 

 

• 摂食嚥下に関する取組や医科歯科同行訪問研修等、自由度の
高い歯科医師、歯科衛生士を対象とした研修等の企画も可能 

 
 

在宅医療・介護連携推進事業 

群市区歯科医師会との調整や歯科専門職を対象とした研修の 
プランニングでは、都道府県（保健所）による支援、助言を期待 

都道府県に期待する役割 

29 



○ 医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、地

域における医療・介護の関係機関（※）が連携して、包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供することが重要。  

（※）在宅療養を支える関係機関の例 

   ・診療所・在宅療養支援診療所・歯科診療所等 （定期的な訪問診療等の実施） 

   ・病院・在宅療養支援病院・診療所（有床診療所）等 （急変時の診療・一時的な入院の受入れの実施） 

   ・訪問看護事業所、薬局 （医療機関と連携し、服薬管理や点滴・褥瘡処置等の医療処置、看取りケアの実施等） 

   ・介護サービス事業所 （入浴、排せつ、食事等の介護の実施） 

○ このため、関係機関が連携し、多職種協働により在宅医療・介護を一体的に提供できる体制を構築するため、都道府

県・保健所の支援の下、市区町村が中心となって、地域の医師会等と緊密に連携しながら、地域の関係機関の連携体制

の構築を推進する。 

                      【24年度要求額 ：１８０４百万
円 】 

在宅医療・介護連携の推進 

地域包括支援センター 

診療所・在宅療養支援診療所・歯科診療所等 

利用者・患者 

病院・在宅療養支援病院・診療所(有床診療所)等 

介護サービス事業所 

訪問診療 

訪問看護等 

訪問診療 
介護サービス 

一時入院 
（急変時の診療や一時受入れ） 

連携 

訪問看護事業所、薬局 

在宅医療・介護連携支援に関する相談窓口 
（郡市区医師会等） 

関係機関の 
連携体制の 
構築支援 

都道府県・保健所 
後方支援、 
広域調整等 
の支援 

市町村 

・地域の医療・介護関係者による会議の開催 
・在宅医療・介護連携に関する相談の受付 
・在宅医療・介護関係者の研修 等 

※市区町村役場、地域包括支援センターに設
置することも可能 

30 



(カ)医療・介護関係者の研修会 

 
 
 
 
 
 
＊地域の実情に応じて➁と➂を同時並行で実施する場合もある。 

在 宅 医 療・介 護 連 携 推 進 事 業 
○ 在宅医療・介護の連携推進については、これまで医政局施策の在宅医療連携拠点事業（平成23・24年度）、在宅医療推進事業（平成

25年度～27年度）により一定の成果。それを踏まえ、平成26年介護保険法改正により制度化。 

○ 介護保険法の地域支援事業に位置づけ、市区町村が主体となり、郡市区医師会等関係団体と連携しつつ取り組む。 

○ 本事業の（ア）～（ク）の８つの事業項目すべてを、平成30年4月にはすべての市区町村が実施。 

○ ８つの事業項目は、郡市区医師会等（地域の医療機関や他の団体を含む）に委託することも可能。 

○ 都道府県は、市町村における事業の進捗状況等を把握し、地域の課題等を踏まえ、都道府県医師会等関係団体と緊密に連携しつつ、保

健所等を活用しながら、市区町村と郡市区医師会等関係団体等との協議の支援や、複数市区町村の共同実施に向けた調整等により支援。 

○ 国は、事業実施関連の資料や手引き、事例集の整備、セミナーの開催等により支援するとともに、都道府県を通じて実施状況を把握。 

事業項目と事業の進め方のイメージ 

在
宅
医
療･

介
護
連
携
の
推
進 

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と 
対応策の検討 

■地域の医療・介護関係者等が参画する会議を開催し、
在宅医療・介護連携の現状を把握・共有し、課題の抽
出、対応策を検討  

（ア）地域の医療・介護の資源の把握 
■地域の医療機関、介護事業所の機能等を情報収集 

■情報を整理しリストやマップ等必要な媒体を選択して共有・
活用 

（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築 
■地域の医療・介護関係者の協力を得て、在宅医療・介護サービスの提供
体制の構築を推進 

市区町村 

医療関係者 介護関係者 

PDCAサイクルで継続的に 
実施することで成長 

➂（ア）（イ）に基づいた取組の実施 

（エ）在宅医療・介護関係者の情報の共有支援 
■情報共有シート、地域連携パス等の活用により、医療・介護関係者の情
報共有を支援 

■在宅での看取り、急変時の情報共有にも活用 

（オ）在宅医療・介護関係者に関する相談支援 
■医療・介護関係者の連携を支援するコーディネーターの配置等による、
在宅医療・介護連携に関する相談窓口の設置・運営により、連携の取組
を支援 

（キ）地域住民への普及啓発 
■地域住民を対象にしたシンポジウム等の開催 

■パンフレット、チラシ、区報、HP等を活用した、在宅医療・介護サービス
に関する普及啓発 

■在宅での看取りについての講演会の開催等 

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 
■同一の二次医療圏内にある市区町村や隣接する市区町村等が連携し
て、広域連携が必要な事項について検討  

➀地域の医療介護連携の実態把握、課題
の検討、課題に応じた施策立案 

➁地域の関係者との関係構築・人材育成 
（カ）医療・介護関係者の研修 
■地域の医療・介護関係者がグループワーク等を通じ、
多職種連携の実際を習得 

■介護職を対象とした医療関連の研修会を開催 等 

＊図の出典：富士通総研「地域の実情に応じた在宅医療・介護連携を推進するための多職種研修プログラムによる調査研究事業」報告書を一部改変（平成27年度老人保健健康増進等事業） 31 



東京都新宿区摂食嚥下機能支援事業「新宿ごっくんプロジェクト」 

出典：東京都新宿区矢澤正人先生作成資料 
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(カ)医療・介護関係者の研修会 

 
 
 
 
 
 
＊地域の実情に応じて➁と➂を同時並行で実施する場合もある。 

事業項目と事業の進め方のイメージ 

在
宅
医
療･

介
護
連
携
の
推
進 

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と 
対応策の検討 

■地域の医療・介護関係者等が参画する会議を開催し、
在宅医療・介護連携の現状を把握・共有し、課題の抽
出、対応策を検討  

（ア）地域の医療・介護の資源の把握 
■地域の医療機関、介護事業所の機能等を情報収集 

■情報を整理しリストやマップ等必要な媒体を選択して共有・
活用 

（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築 
■地域の医療・介護関係者の協力を得て、在宅医療・介護サービスの提供
体制の構築を推進 

市区町村 

医療関係者 介護関係者 

PDCAサイクルで継続的に 
実施することで成長 

➂（ア）（イ）に基づいた取組の実施 

（エ）在宅医療・介護関係者の情報の共有支援 
■情報共有シート、地域連携パス等の活用により、医療・介護関係者の情
報共有を支援 

■在宅での看取り、急変時の情報共有にも活用 

（オ）在宅医療・介護関係者に関する相談支援 
■医療・介護関係者の連携を支援するコーディネーターの配置等による、
在宅医療・介護連携に関する相談窓口の設置・運営により、連携の取組
を支援 

（キ）地域住民への普及啓発 
■地域住民を対象にしたシンポジウム等の開催 

■パンフレット、チラシ、区報、HP等を活用した、在宅医療・介護サービス
に関する普及啓発 

■在宅での看取りについての講演会の開催等 

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 
■同一の二次医療圏内にある市区町村や隣接する市区町村等が連携し
て、広域連携が必要な事項について検討  

➀地域の医療介護連携の実態把握、課題
の検討、課題に応じた施策立案 

➁地域の関係者との関係構築・人材育成 
（カ）医療・介護関係者の研修 
■地域の医療・介護関係者がグループワーク等を通じ、
多職種連携の実際を習得 

■介護職を対象とした医療関連の研修会を開催 等 
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摂食嚥下機能支援 
医療機関情報一覧 摂食嚥下連携ツール 摂食嚥下機能支援検討会 

摂食嚥下機能研修会 

ホームページ、リーフレッ
ト、区報、ぬくもりだより、

イベント 

東京都や地域リハビリ
テーション支援センター
を中心にした会議等 



岩手県釜石市による在宅医療の医科歯科連携 
   医科歯科在宅医療同行訪問研修 H25～ 

歯科医師数 患者数 

H25年度 3名 12名 

H26年度 2名 5名 

Ｈ27年度 4名 24名 

医 師 

歯科医師 

歯科医師 

歯科衛生士 

歯科医師 

ｹｱﾏﾈ 

家族 



• 地域包括ケアに関連する都道府県、市町村が活用できるデータ
の情報提供が積極的に行われつつある。 

  例）医療計画作成支援データブック、ＫＤＢ、人口動態 等 
 

• 在宅歯科医療の充実の程度や歯科と多職種との連携についても
市町村毎の評価が可能 
 

• 人口動態の死因においても「誤嚥性肺炎」が、平成２９年から追
加され、地域の口腔衛生管理や口腔ケアの取組の成果を市町村
別に評価できる可能性 

 
 

事業の狙いを明確化し関係者で共有する重要性 
（具体的な数値目標の設定と評価） 

都道府県が持つ医療介護データや市町村毎の分析比較では、 
都道府県（保健所）による支援、情報提供を期待 

都道府県に期待する役割 
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必要な指標をストラクチャー・プロセス・アウトカ
ムに分類し継続的に提供 

＋ 
県庁と保健所が市町を継続的に支援 

滋賀県によるデータ提供・分析による市町村支援の例 
「滋賀県市町在宅医療・介護連携推進セミナー」 

県から市町へデータ提供 

主な提供データ 
• 市町別在宅医療関連医療施設、事業

所名簿 
• 日常生活圏域別、在支診数、訪問看

護ST数 
• 市町別在宅医療に関する診療報酬算

定状況（件数・実人数、男女・年齢別）

（国保連データ） 

• 市町別訪問に関わる介護報酬算定状
況（件数・実人数、男女・年齢別）（国

保連データ） 

• 市町別死亡場所別死亡数（人口動態統

計より独自集計） 

• 市町別悪性新生物の死亡場所別死亡
数（人口動態統計より独自集計） 

• 死因別死亡数 
• 市町別地域包括ケアに関するデータ

集（日医総研） 

• 在宅医療需要推計（地域医療構想） 

市町セミナー ＜集団支援＞ 

内容 
・講義：データ分析 
 について 
・提供データと 
 指標の分類の説明 
（指標をストラクチャー・ 
  プロセス・アウトカムに分類） 

・圏域ごとのグループでデータ解釈の演習 

市町セミナー ＜個別支援＞ 

県庁担当者と保健所担当者が一緒に各市町を訪問し、
一緒に分析・解釈をフォロー 
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○ 滋賀県では、医療介護連携に関するデータを提供、分析方法に関する研修を実施するとともに、県庁と保健所が各
市町を個別訪問し、分析・解釈の支援を継続的に実施している。 
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医療保険 訪問歯科診療  

訪問歯科診療件延件数
が大きく伸びている 

都道府県によるデータ分析支援の例（滋賀県の事例） 
～医療計画作成支援データブックによる在宅歯科医療の市町村別分析～ 
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 医療保険 訪問歯科衛生指導料  

訪問歯科衛生指導料延件数
はさらに大きく伸びている 

都道府県によるデータ分析支援の例（滋賀県の事例） 
～医療計画作成支援データブックによる在宅歯科医療の市町村別分析～ 
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歯科医師による訪問は約２倍に伸びており、市内歯科医療機関による 
実施は３倍に増加。しかし市外歯科医療機関による実施が多い。 

市町村によるデータ分析の例（千葉県柏市の事例） 
～歯科医師、歯科衛生士による居宅療養管理指導（介護報酬）の経年分析～ 
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市町村によるデータ分析の例（千葉県柏市の事例） 
～歯科医師、歯科衛生士による居宅療養管理指導（介護報酬）の経年分析～ 
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厚労省 Ｈ２９人口動態統計概況より引用 

人口動態による死因別死亡数 
～都道府県、市町村別の誤嚥性肺炎による死亡状況の分析～ 

42 
Ｈ２９から誤嚥性肺炎による死亡者数が追加された。 



人口動態による誤嚥性肺炎の死亡率の地域比較 
～都道府県、市町村別の誤嚥性肺炎による死亡状況の分析～ 
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平成29年都道府県及び政令市別にみた誤嚥性肺炎による死亡率（人口１０万対）                         
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市町村毎、年代別の誤嚥性肺炎の死亡者数の把握も可能 
同一市町村の経年比較には向いているが、地域比較は難あり 


